






■営業利益の増益要因 
 
（１）展示販売店舗数の増加に伴う小売台数の増加。 
（２）買取台数の増加に伴う卸売台数の増加。 
（３）卸売粗利は、１Ｑに低下したが２Ｑ以降は改善。 
 
 
■販管費の増加要因 
 
（１）前期の新規出店。 
（２）今期の新規出店。 
（３）ＤＶＧ（Ｂｕｉｃｋ Ｈｏlｄｉｎｇｓ）買収による新規連結（１０月～２月を 
   連結）。 



■展示販売店舗の小売台数の補足 
 
（１）展示販売店舗の小売台数は、既存店平均３４．８台/月と、 
   前・中期経営計画（２０１４年公表）、前期計画（２０１５年公表）、 
   いずれと比べても実績は上振れ。 
（２）３月、１０月、２月は繁忙期であり、小売台数は高まるため、 
   季節性あり。 
 



前期（２０１６年２月期）オープンした展示販売店舗

ＯＬ１号豊橋西口
愛知県豊橋市

ＯＬ３８号帯広
北海道帯広市

ＯＬ４１号小牧
愛知県小牧市

ＯＬ成田空港通り
千葉県成田市

ＯＬ浜松入野
静岡県浜松市

ＯＬ１９号松本
長野県松本市

ＯＬ周南久米
山口県周南市

ＯＬ出雲
島根県出雲市

ＯＬ東刈谷
愛知県刈谷市

ＯＬ３号八幡東
福岡県北九州市

ＯＬ豊川インター ＯＬ１７号上尾 ＯＬ１６号入間 ＯＬ新発田ＯＬ４４号釧路ＯＬ豊川インタ
愛知県豊川市

ＯＬ１７号上尾
埼玉県上尾市

ＯＬ１６号入間
埼玉県入間市

ＯＬ新発田
新潟県発田市

ＯＬ４４号釧路
北海道釧路郡
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前期（２０１６年２月期）オープンした展示販売店舗

ＯＬ掛川
静岡県掛川市

ＯＬ高崎江木
群馬県高崎市

ＯＬ岡山バイパス
岡山県岡山市

ＯＬ長野柳原
長野県長野市

ＯＬ静岡流通通り
静岡県静岡市

ＯＬ鹿屋バイパス
鹿児島県鹿屋市

ＯＬ岐阜正木
岐阜県岐阜市

ＯＬ南仙台
宮城県名取市

ＯＬ平塚四之宮
神奈川県平塚市

ＯＬ東バイパス近見
熊本県熊本市

ＯＬ１０号都城 ＯＬ１１号丸亀 ＯＬ函館東山 ミニクル伊勢崎 ミニクル新前橋ＯＬ１０号都城
宮崎県都城市

ＯＬ１１号丸亀
香川県丸亀市

ＯＬ函館東山
北海道函館市

ミ クル伊勢崎
群馬県伊勢崎市

ミ クル新前橋
群馬県前橋市
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前期（２０１６年２月期）オープンした展示販売店舗

ミニクル４号福島
福島県福島市

ミニクルつくば研究学園
茨城県つくば市

ミニクル大分大道
大分県大分市

ミニクル１０号都城
宮崎県都城市

ミニクル北上
岩手県北上市

ミニクル１３号山形
山形県山形市

ＳＮつくば研究学園
茨城県つくば市

ＳＮ静岡池田
静岡県静岡市

ＳＮ浜松新津町
静岡県浜松市

ＳＮ名古屋鳴海
愛知県名古屋市山形県山形市 茨城県 市 静 県静 市 静 県 松市 愛 県名古 市

ＳＮ宮崎大塚 ＳＮ盛岡西バイパスＳＮ南国バイパス ＳＮ４号宇都宮城東 ＳＮ柏若柴ＳＮ宮崎大塚
宮﨑県宮崎市

盛岡西 イ
岩手県盛岡市

南国 イ
高知県高知市

号宇都宮城東
栃木県宇都宮市

柏若柴
千葉県柏市
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前期（２０１６年２月期）オープンした展示販売店舗

リベラーラ浜松和田
静岡県浜松市

リベラーラ高松
香川県高松市

リベラーラ宇都宮
栃木県宇都宮市

リベラーラ札幌白石
北海道札幌市

リベラーラ一宮
愛知県一宮市

リベラーラ小倉
福岡県北九州市

リベラーラ西宮
兵庫県西宮市

リベラーラ箕面
大阪府箕面市

リベラーラ鹿児島
鹿児島県鹿児島市 福 県 州市 兵庫県 宮市大阪府箕面市鹿児島県鹿児島市

ショッピングモール

Gulliver PLAZAとなみ Gulliver PLAZA showroom Vehicle Port守山 HUNT常滑 Vehicle Portﾓﾗｰｼﾞｭ菖蒲な
富山県砺波市 富山県砺波市

守山
滋賀県守山市

常滑
愛知県常滑市 埼玉県久喜市
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■展示販売店舗の新規出店ペースが想定より鈍化した要因 
 
（１）建設業者における人員確保の対応や、建設コストアップ要求への 
   交渉期間の発生などにより、契約～オープンの期間が延びた。 
（２）今後の新卒採用ペースが下がる可能性を考慮し、出店ペース 
   ダウンの判断を行った。 
 
■展示販売店舗の小売台数が想定より伸びた要因 
 
（１）前・中計では、前期（２０１４年２月期）実績ベースに計画を 
   策定。 
（２）商圏内の認知度拡大や現場のカイゼン活動などにより、 
   店舗あたり小売台数は順調に拡大。 
 
 



■４Ｑにおける広告宣伝費の増加要因の補足 

 
（１）展示販売店舗のオープニング時に、商圏内のテレビＣＭ等の 
   集中広告投下を開始。 
（２）商圏内の早期認知度獲得を図り、集客力を高める。 
 





■店舗数の補足 
 
（１）展示販売店舗の出店を進め、４００店舗体制を目指す方針は、 
   前・中計と変更なし。 
（２）ただし、年間出店ペースを６０店舗に修正。 
（３）約２年遅れとして、中計をリニューアルする。 
 
 



■小売台数の補足 
 
（１）展示販売店舗の小売台数は、前・中計３０台/月/店だったが、 
   実績（展示販売店舗１年超稼働）は３４.８台と上振れ。 
（２）この上振れを加味し、出店ペースは鈍化するが、２０２０年２月期 
   小売台数は前・中計１５万台を上回る１６万台を見込む。 
 



■営業利益の補足 
 
（１）小売台数の増加が牽引し、営業利益が成長。 
（２）海外事業や国内新車ディーラー事業は、いずれも前期実績を 
   ベースとして、４ヶ年の成長は織り込まない。 
 
 



■店舗数・月間小売台数の補足 
 
（１）新店舗（稼働１年未満）は、３０台/店/月とし、 
   既存店舗（稼働１年超）は、２０１６年２月実績ベース 
   ３４台/店/月とし織り込む。 
（２）買取を中心とするガリバー直営店やガリバー加盟店は、 
   増店することなく推移する予定。 



■粗利の補足 
 
（１）上記の＠小売粗利には、付帯収益も含め計算。 
（２）卸売粗利は安定推移すると考えているが、過去２年間の間では 
   消費税前後でアップダウンがあったことを考慮し、想定される下限 
   水準（合計マイナス５億円）を織り込む。 
 



■販管費の補足 
 
（１）店舗あたり販管費（広告宣伝費除く）は、実績が５００万円/店。 
   旧・中計と変わらず、５００万円/店の金額で新・中計も作成。 
（２）広告宣伝費は１７/２期 計画水準の想定。 
 



■各チャネルの出店加速の方針 
 
（１）各チャネルは、「テスト展開」「複数出店」のフェーズを経て、それ 
   ぞれのチャネルがフォーマット化され、業績拡大を見込まれることに 
   確信を持ったうえで、「出店加速フェーズ」に進む。 
（２）今期は、アウトレット、ＬＩＢＥＲＡＬＡ、ＳＮＡＰ ＨＯＵＳＥ、ミニクル 
   の４チャネルの出店が進む。 



■投資回収の補足 
 
（１）キャッシュベース３年投資回収計画を今後も堅持する。 
（２）投資の中心は建物・看板。土地は賃貸借契約で、 
   自社保有はしない方針。 







■銀行借入のタイミング 
 
（１）低金利・期限一括弁済など、好条件の銀行借入を先行して行う。 
（２）想定するデットキャパシティを算出し、銀行借入を判断する方針。 
 



■株主還元政策 
 
（１）方針に変更なし。 
（２）今後も業績連動をベースとし、配当性向３０％を目途に配当 
   金額を決定する。 





■営業利益計画の増益要因 
 
（１）展示販売店舗数の増加に伴う小売台数の増加。 
（２）買取台数は、小売台数増加に連動して増加。 
 
■販管費の増加要因 
（１）前期の新規出店。 
（２）今期の新規出店。 
（３）オープニング広告投下による広告宣伝費の増加。 
（４）Ｂｕｉｃｋ Ｈｏｉｄｉｎｇｓ（ＤＶＧ）買収による通期連結。 
 
 



■出店計画の補足 
 
新規オープンは全て展示販売店舗の予定。 
 







■Ｂｕｉｃｋ Ｈｏlｄｉｎｇｓ（ＤＶＧ）の今期計画の補足 
 
豪州新車市場は前期比マイナスを想定し、今期計画を保守的に策定。 





Ⅳ．業績・財務の補足情報（参考）
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為替差損（営業外費用）の計上

ガリバ インタ ナショナル ガリバ インタ ナショナル

前期 今期

ガリバーインターナショナル

貸付

１２１.７百万豪ドル
出資１０千豪ドル

ガリバーインターナショナル

２０１６年２月に

出資

１２１.７百万豪ドル

Ｇｕｌｌｉｖｅｒ Ａｕｓｔｒａｌｉａ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ
（ＧＡＨ）

出資６７％

Ｇｕｌｌｉｖｅｒ Ａｕｓｔｒａｌｉａ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ
（ＧＡＨ）

デット・エクイティ

・スワップ（ＤＥＳ）

を実施
出資６７％

Ｂｕｉｃｋ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ （ＤＶＧ） Ｂｕｉｃｋ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ （ＤＶＧ）

「貸付実行以前の為替予約時の適用レート」

「ＤＥＳ実施日のレート」の差異を認識
ＧＡＨへの貸付全額解消

「ＤＥＳ実施日のレート」の差異を認識

為替差損（営業外費用）４２３百万円計上
為替差損益（営業外収益・営業外費用）

計上
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為替差損（営業外費用）４２３百万円計上
は計上されない



連結営業利益の増減分析

増益要因（+）減益要因（－）（単位：億円） ※金額は、百万単位を切り捨て

２０１５年２月期
連結営業利益 ５３．２

売上総利益
（個別）

連結営業利益

車両粗利

店舗用品粗利

その他の

５８.４

-０.２
その他の
営業収入粗利

人件費

業務委託料

１２．５

-１６.４

-１ ０

販管費（個別）

業務委託料

支払手数料

減価償却費

１.０

-３.４

-５.１

広告宣伝費

地代家賃

その他の

-１３.３

-９.５

４ ４

連結、個別営業利益差分

その他の
販管費

連結、個別
営業利益差分

２０１６年２月期
連結営業利益 ７５.４

-４.４

４.２
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連結営業利益 ７５.４

直営店の取扱台数

小売台数 卸売台数

直営店買取台数 直営店卸売台数・小売台数

２００ ０００

（単位：台） （単位：台）

２００ ０００１９０ ０００２００,０００

１８０,０００

１６０,０００

１５９,３１６ １５８,３７５

２００,０００

１８０,０００

１６０,０００

１８０,９６６
１９０,０００

１０３,０００

１１８,９６６

１４０,０００

１２０,０００

１００,０００

１２８,３８３ １１６,７５１

１４０,０００

１２０,０００

１００ ０００

９５,０００

１００,０００

８０,０００

６０,０００

１００,０００

８０,０００

６０,０００

'１４/２ '１５/２ '１６/２ '１７/２

,

'１４/２ '１５/２ '１６/２ '１７/２

７０,７０９

４０,０００

２０,０００ ５０,３８６ ５２,２１７

０

４０,０００

２０,０００

０

（注記）台数の定義
直営店買取台数・・・・一般消費者から買取った車両の台数
直営店小売台数・・・・直営店が一般消費者に小売した車両の台数
直営店卸売台数・・・・直営店がオークション等を通じて販売した車両の台数

'１４/２ '１５/２ '１６/２ '１７/２

計画

'１４/２ '１５/２ '１６/２ '１７/２

計画
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直営店販売台数・・・・小売台数と卸売台数の合計



販売費及び一般管理費（個別）

２０１４年２月期 ２０１５年２月期 ２０１６年２月期 ２０１７年２月期

実績（百万円） 売上比（％） 実績（百万円） 売上比（％） 実績（百万円） 売上比（％） 計画（百万円） 売上比（％） 差異 前期比（％）

人件費 １１,３３４ ６.７ １２,２３７ ８.０ １３,８８０ ７.７ １５,８００ ８.１ １,９１９ １３.８

業務委託料 １,１４８ ０.７ １,４１９ ０.９ １,５１８ ０.８ １,６００ ０.８ ８１ ５.４

支払手数料 ５１９ ０.３ ７４１ ０.５ １,０８４ ０.６ １,２００ ０.６ １１５ １０.６

減価償却費 １,３４９ ０.８ １,６２１ １.１ ２,１２９ １.２ ２,９００ １.５ ７７０ ３６.２

広告宣伝費 ４９２４ ２ ９ ５ ７４０ ３ ７ ７ ０６８ ３ ９ ７ ６００ ３ ９ ５３１ ７ ５広告宣伝費 ４,９２４ ２.９ ５,７４０ ３.７ ７,０６８ ３.９ ７,６００ ３.９ ５３１ ７.５

地代家賃 ４,９３８ ２.９ ５,４０９ ３.５ ６,３５４ ３.５ ７,１００ ３.７ ７４５ １１.７

その他 ４,９４６ ２.９ ５,９６６ ３.９ ６,４１０ ３.６ ６,７００ ３.５ ２８９ ４.５

合計 ２９,１６１ １７.４ ３３,１３７ ２１.６ ３８,４４８ ２１.４ ４２,９００ ２２.１ ４,４５２ １１.６

業務委託料：派遣社員委託料、作業外注委託料ほか
支払手数料：銀行振込料、コンサル料ほか

関連指標 広告宣伝費（百万円）

７ ６００
２０１４年２月期 ２０１５年２月期 ２０１６年２月期

２０１７年２月期
計画

本部社員数 人 ４９３ ５３７ ６４０ ６４０

店舗社員数 人 １,５２５ １,７６１ ２,０６５ ２,５６５

社員数合計 人 ２,０１８ ２,２９８ ２,７０５ ３,２０５

１２～２月

９～１１月

６～８月

３～５月
１ ６８６

２,７１４

１,７５７

４,９２４
５,７４０

１ ５７８

１,７４４

７,０６８
７,６００

社員数合計 , , , ,

設備投資額（店舗）※１ 百万円 ２,１７８ ４,７５０ ４,２９４ ５,０００

設備投資額（その他）※２ 百万円 ５８６ ９２６ １,６１０ １,２００

設備投資額合計 百万円 ２,７６４ ５,６７６ ５,４５０ ６,２００

※１：直営店舗の新規出店時及び既存店出店・増築時に支出する建物・構築物・備品の金額 '１４/２ '１５/２ '１６/２ '１７/２

１,４２６

１,２４１

１,６８６

１,０３３

９８１

１,１５３

１,０３６

１,３８２

１,５７８
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※２：システム投資額、本社の増改修時に支出する建物・構築物・備品の金額、その他の建物・構築物・備品の金額など 計画

連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成２７年２月２８日)

当連結会計年度
(平成２８年２月２９日)

負債の部

流動負債

買掛金 ５,１００ １４,１０２

短期借入金 １５０ ２,０４５

前連結会計年度
(平成２７年２月２８日)

当連結会計年度
(平成２８年２月２９日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 ４,８９７ ９,１４９

受取手形及び売掛金 ４,６１９ ５,１９２

（単位 百万円）

一年以内償還予定社債 ４９５ —

一年以内長期借入金 ４,６４７ ７９

未払金 ２,２０３ ３,０６４

未払法人税等 ２４２ １,７７８

前受金 ２,９５１ ３,０２６

預り金 ４７９ ４７５

賞与引当金 ４３６ ４５９

商品 １７,０２０ ３１,８４８

繰延税金資産 ８０１ ７７８

その他 ２,１１４ ２,１５９

貸倒引当金 △４９ △５４

流動資産合計 ２９,４０２ ４９,０７４

固定資産

有形固定資産 賞与引当金 ４３６ ４５９

商品保証引当金 １,２７６ １,０７６

その他の引当金 ー ２７４

その他 １,８６４ ２,７６６

流動負債合計 １９,８４７ ２８,６００

固定負債

長期借入金 ４３ ２２,８５１

長期預り保証金 ６９０ ６５１

有形固定資産

建物及び構築物 ２０,６２２ ２６,０００

減価償却累計額 △６,５７１ △８,５６４

建物及び構築物（純額） １４,０５１ １７,４３５

車両運搬具 ５７１ ４３５

減価償却累計額 △１０４ △１８０

車両運搬具（純額） ４６７ ２５５
長期預り保証金 ６９０ ６５１

役員退職慰労引当金 ５０７ ５４０

資産除去債務 １,４３５ １,６５３

繰延税金負債(固定) — １,０８６

その他 — １９４

固定負債合計 ２,６７６ ２７,３６５

負債合計 ２２,５２３ ５５,９６５

工具、器具及び備品 ３,１５５ ３,８８２

減価償却累計額 △２,４１４ △２,８７４

工具、器具及び備品（純額） ７４１ １,００７

土地 ２１８ ２１８

建設仮勘定 ６４９ ８２６

有形固定資産合計 １６,１２６ １９,７４３

無形固定資産 負債合計 ２２,５２３ ５５,９６５

純資産の部

株主資本

資本金 ４,１５７ ４,１５７

資本剰余金 ４,０３２ ４,０３２

利益剰余金 ３０,２７８ ３２,８６９

自己株式 △３,９４７ △３,９４７

株主資本合計 ３４ ５２１ ３７ １１１

無形固定資産

のれん １,９９７ ９,５９７

ソフトウェア １,３３２ １,９４１

その他 １９ ３,９７４

無形固定資産合計 ３,３４９ １５,５１３

投資その他の資産

投資有価証券 ０ １３
株主資本合計 ３４,５２１ ３７,１１１

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 １０８ １

その他の包括利益累計額合計 １０８ １

新株予約権 ー —

少数株主持分 ー １,１３１

純資産合計 ３４,６２９ ３８,２４５

関係会社株式 ７１ ４５

長期貸付金 １２４ ３９５

敷金及び保証金 ４,０３４ ４,５６５

建設協力金 ３,４７２ ４,３０４

繰延税金資産 ２６８ ２７４

その他 ３８１ ４８９

貸倒引当金 △７８ △２０９
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純資産合計 ３４,６２９ ３８,２４５

負債純資産合計 ５７,１５３ ９４,２１１
貸倒引当金 △７８ △２０９

投資その他の資産合計 ８,２７４ ９,８７９

固定資産合計 ２７,７５０ ４５,１３６

資産合計 ５７,１５３ ９４,２１１



連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

２０１４年２月期 ２０１５年２月期 ２０１６年２月期２０１４年２月期 ２０１５年２月期 ２０１６年２月期

Ⅰ.営業活動によるキャッシュフロー １０,０６１ ５６ ４,１２１

Ⅱ.投資活動によるキャッシュフロー ３,７３４ △８,５４０ △１７,６８６

Ⅲ財務活動 よるキ シ △５９８１ △１ ７２１ １７ ８５８Ⅲ.財務活動によるキャッシュフロー △５,９８１ △１,７２１ １７,８５８

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 １０ ６ △３４

Ⅴ.現金及び現金同等物の増減額（△は減少） ７,８２４ △１０,２００ ４,２５９

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 ６,８３６ １４,６６１ ４,８６３

Ⅶ.連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額
（△は減少）

- ４０２ -

Ⅷ.現金及び現金同等物の期末残高 １４,６６１ ４,８６３ ９,１２２
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